
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

7,296,772         

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

5,758,357           

2,810,391           

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

32,795,820       27,037,463         ６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

-                       

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

66,663,234                                                                

うち、先駆的事業 -                       

2,810,391         

3,086,320           4,210,452           

-                       

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

64,406,662                                                                

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

-                       

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

32,934,174       31,472,488       

171,684,578                                                              

64,406,662       合計

都道府県 市町村 合計

-                       3,304,274           3,304,274         

-                       -                     

38                    38                                                                  ％

-                       

105,021,344                                                              

-                     

18,199,405         18,199,405       

支出等割合

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

％

％38                                                                  

64,406,662                                                                

38                    ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

1

対象人員数計 追加的総費用

2,523,823

管内市町村

18 27,534

1,640

18

対象人員数
（報酬引上げ）

県 1

人日

人

追加的総業務量（総時間）

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

県

県

18,159,405

管内市町村

人日

事業実施自治体

人

人日

法人募集型

事業実施自治体

人

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

1,349,000 32,934,174 29,611,000 23,050,000 

交付金等対象経費

25,939,791 

7,172,000 7,172,000

1,199,880

1,215,116

1,230,000 1,230,000 1,199,880

1,215,116

14,694,000 12,770,000 1,942,000 17,450,467 14,615,537

1,278,000 1,278,000

3,288,000 3,288,000 2,810,391

3,121,000 1,772,000 1,349,000 3,086,320 1,737,258

事業経費
交付金等対象経費

事業経費

消費生活相談員養成（資格取得支援）事業、啓発研修会の開催

事業計画 事業の実績

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

2,834,930

市町村への巡回指導、消費生活相談窓口共同設置支援、消費生活
相談員報酬等
相談員高度・専門相談対応力強化事業、消費者教育推進事業（出前
講座、マスメディア等による広報・啓発、見守り者向けセミナーの開
催）、センター拠点化事業の実施等

無料専門法律相談事業、適格消費者団体設立支援事業

食品安全事業者研修プログラム委託事業

5,645,321 

消費者詐欺被害防止啓発コールセンターの設置及び啓発事業

5,230,000 1,349,062 

6,000,000 6,000,000

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

2,810,391

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

1,349,062

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

合計

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

人日

人

消費者向け無料専門法律相談事業、適格消費者団体設立支援事業により、地域の消費者
問題解決力の向上が図られた。

研修等の開催により新たな消費者問題への対応スキルの習得が図られ、相談員の資質が
向上した。

マスメディアによる広報啓発や高齢者・若者者の見守り手向けセミナーの開催を通して、消
費者問題に対する啓発や解決力の向上が図られた。

県消費生活センター職員による市町村巡回指導により、高度な事例に対する専門的助言
等を行い、市町村職員のレベルアップが図られた。また、市町村相談窓口共同設置に係る
職員を配置し、市町村の相談窓口の体制整備につながった。

食の安全・安心確保のための研修プログラムの構築や研修会開催により、事業
者の関連法の理解を促し、消費者問題に関する意識の高揚が図られた。

事業強化・機能強化の成果

委託費

対象経費（実績）

旅費、需用費、使用料、報酬、旅費、共済費等

報償費、旅費、補助金等

人

消費者詐欺被害の防止に向けた啓発コールセンターを設置及び広報により、消費者への
啓発により、消費者被害の抑制が図られた。

委託費

人日

人日

年間研修総日数

委託費、報償費、旅費、需用費等

年間研修総日数

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

人日

人参加者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

委託費、報償費、旅費、需用費等

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

自治体参加型

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

年間研修総日数

法人募集型

参加希望者数

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実績

研修参加・受入要望

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

実施形態
研修参加・受入

実地研修受入人数

年間研修総日数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

10,151,000 

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、串間市、えびの市、三股町、国富町、高
鍋町

3,469,000
宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、串間市、高原町、高鍋町、新富町、川南
町

614,000

交付金等対象経費

事業の実績

日南市

事業経費

3,240,000

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

実施市町村

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

事業経費

事業計画

29年度
本予算

28年度
補正予算

2,938,117

29年度
本予算

2,716,274

614,000 598,332 588,000

2,084,000 1,998,712 1,915,452

2,300,000

4,721,817

18,109,000

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、西都市、三股町、高原町、国富町、高鍋
町、新富町、西米良村、川南町、門川町、椎葉村、高千穂町

2,139,000

21,349,000 - 56,339,567 51,652,000 

5,193,715

1,036,5401,119,5401,032,000

18,199,40542,196,151

5,255,000

36,507,000

2,295,000

宮崎市、都城市、延岡市、高鍋町、西米良村、日之影町、五ヶ瀬町

4,121,000

1,368,000

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

2,295,0002,300,000

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、三股町、国富町、綾町、高鍋町

宮崎市、日向市、西都市

20,915,679 - 10,556,809 

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

消費生活相談員の報酬等の支援により、相談体制整備が図られた。

消費者被害防止のための各種広報、啓発活動、啓発グッズ等の購入により、消費者及び見守り者向けの消費者教育と啓発が図られた。

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

-                                   

交付金相当分 円

円

消費生活相談員向け法律相談（弁護士）の開催による相談スキルの向上が図られた。

消費生活相談員養成研修の開催により、相談員の技能の向上が図られた。

事業強化・機能強化の成果の概要

国民生活センターや県開催研修会等の研修参加支援により、相談対応スキルや知識の向上が図られた。

うち都道府県

うち管内の市町村合計

1,349,062                       

交付金分

円

⑧消費生活相談体制整備事業

消費者向け無料法律相談会の開催等により、高度な消費者問題解決の支援のための支援体制が整えられた。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

うち管内の市町村合計

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

31,472,488            

1,349,062                       63,057,600            

31,585,112            

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

円

うち都道府県

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

専門図書の購入、消費生活相談スペース用備品の購入等により相談機能の整備が図られた。

円



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

107,277,916        

96,621,529      

-                    

円

うち管内市町村

人

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

0

人

0

0

円0

0

0

円

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

-                        

円

272,170            

円

54,816,234        

円

円

円

-13,116,295      

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

64,406,662           

うち管内市町村

167,992,492     

うち先駆的事業

-                     

71,370,963      

10,656,387        

5,696,436         

107,277,916         

うち先駆的事業

人

-                    

人

-                       

うち都道府県

円

うち管内市町村

-                       人

円

376,744            円

円

-                     

33,206,344        

円

円

9,836,217         

-                     

％

35,190,746         

％

うち都道府県

円

うち都道府県

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

％

うち都道府県

-6,964,301        

-                     

円

円

円

105,021,344         円円

820,170            

-                     

円

2,147,079 円

円

3,692,086         円

71,267,000

32,934,174           

円

円

円

円

6,972,164         

円

円

16,808,381        

31,472,488           

-                     

円

円

円

5,319,692         

-13,936,465      

49,854,853      

前年度

うち交付金等対象経費

対前年度差

①都道府県の消費者行政決算見込み額 118,137,639     円 円

対平成２０年度差

円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち交付金等対象経費

円

37.5

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金等対象経費

うち交付金相当分取崩対象外経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

31.4

47.2

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円

-                        

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

円

円

円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

71,815,000         

平成２０年度

46,870,639

円72,087,170うち交付金等対象外経費

66,663,234           円

71,815,000

円

円

円

円

円24,500,324

11,847,000         

83,662,000         

11,847,000 円 25,354,529

円

88,022,578        

円

12,839,713

円

35,190,746

171,684,578         

円

うち交付金等対象外経費

72,087,170         

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費 円

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

うち都道府県

円

83,662,000         

20,683,228           

円円

14,986,792      

円円 円23,615,916        

2,523,823

円

円

円

18,159,405

円

円

23,343,746        



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

消費生活相談員資質向上及び国家資格取得のための研修会を開催、専門相談対応力強化のための
国民生活センター等の研修参加を支援する。

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

円

今年度末実績人前年度末

前年度末の基金残高（交付金相当分）

消費生活相談員の配置

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

人

円

相談員総数

人

円

相談員総数 12

人相談員総数

1,349,062                             

前年度末

相談員総数

相談員総数

相談員総数

前年度末

12 今年度末実績相談員総数

人

人

①報酬の向上 ○ 日額を8,780円から9,740円または9,200円に引き上げ。

今年度末実績

④その他

前年度末

12

処遇改善の取組 具体的内容

今年度末実績

うち定数内の相談員

人うち定数外の相談員

うち委託等の相談員

設置当初の基金残高（交付金相当分）

円

292,800,000                          

円

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

円

12

相談員総数

人

1,349,062                             



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

③就労環境の向上

前年度末 12

人 人

○

相談員総数

18

人

人相談員総数今年度末実績

延岡市…賃金月額の増額（156，900円→157，000円）、自主財源で賞与支給（877，176円）

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、三股町、高鍋町・・・消費生活相談員を国民生活センター等が開催する各研修へ参加させた。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数

①報酬の向上 ○

18

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

前年度末 相談員総数

人相談員総数

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末

今年度末実績

相談員総数

相談員総数 今年度末実績

相談員総数 12

うち委託等の相談員

人

人


